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第 ７ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2017年12月18日

新 株 予 約 権 の 数 182個　
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 72,800株
（新株予約権１個につき 400株）　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは
要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 325,600円
（１株当たり 814円）　

権 利 行 使 期 間 2020年１月５日から
2027年12月15日まで

行 使 の 条 件 （注）１

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 75個
目的となる株式数 30,000株
保有者数 3名　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 42個
目的となる株式数 16,800株
保有者数 １名　

取 締 役
（監査等委員）

新株予約権の数 65個
目的となる株式数 26,000株
保有者数 ２名　

新株予約権等の状況
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況

（注）１.(1)新株予約権の割当てを受けた者が、新株予約権を行使する前に、禁錮以上の刑に処せられる行為を

行った場合、新株予約権を行使することができないものとする。

(2)新株予約権の割当てを受けた者が、権利行使期間中に死亡した場合は、その相続人は当該新株予約

権を行使することはできないものとする。

(3)新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役

又は従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任又は定年退職による場合はこ

の限りでない。
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(4)本新株予約権の行使は、以下の期日以降、以下の個数を上限に行使することができる。ただし、行

使できる新株予約権の個数は小数点以下を切り捨てるものとする。

期日：権利行使可能な本新株予約権の個数

行使基準日以降：割当てを受けた本新株予約権の個数の３分の１

行使基準日より１年経過した日以降：割当てを受けた本新株予約権の個数の３分の１

行使基準日より２年経過した日以降：割当てを受けた本新株予約権の個数のすべて

２.第7回新株予約権において、2023年９月22日付で行った１株を400株にする株式分割により、「新株

予約権の目的となる株式の種類と数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調

整されております。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

－ 2 －



新株予約権の総数 318個

新株予約権の目的である株式の種類と数
普通株式　127,200株
（新株予約権１個につき400株）

新株予約権の払込金額 無償

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 １株につき　814円

新株予約権の行使期間 2020年１月５日から2027年12月15日まで

新株予約権の行使の条件 （注）１

割当先 当社の役員及び従業員

(3) その他新株予約権等の状況

①2017年12月18日開催の取締役会決議に基づき発行した第７回新株予約権

 （注）１．(1)新株予約権の割当てを受けた者が、新株予約権を行使する前に、禁錮以上の刑に処せられる行為

を行った場合、新株予約権を行使することができないものとする。

(2)新株予約権の割当てを受けた者が、権利行使期間中に死亡した場合は、その相続人は当該新株予

約権を行使することはできないものとする。

(3)新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査

役又は従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任又は定年退職による場合

はこの限りでない。

(4)本新株予約権の行使は、以下の期日以降、以下の個数を上限に行使することができる。ただし、

行使できる新株予約権の個数は小数点以下を切り捨てるものとする。
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新株予約権の総数 18個

新株予約権の目的である株式の種類と数
普通株式　7,200株
（新株予約権１個につき400株）

新株予約権の払込金額 無償

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 １株につき　905円

新株予約権の行使期間 2020年10月１日から2028年９月20日まで

新株予約権の行使の条件 （注）１

割当先 当社の従業員

期日：権利行使可能な本新株予約権の個数

行使基準日以降：割当てを受けた本新株予約権の個数の３分の１

行使基準日より１年経過した日以降：割当てを受けた本新株予約権の個数の３分の１

行使基準日より２年経過した日以降：割当てを受けた本新株予約権の個数のすべて

２.2023年９月22日付で行った１株を400株にする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の種

類と数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。

②2018年９月28日開催の取締役会決議に基づき発行した第９回新株予約権

 （注）１．第７回新株予約権（注）１に記載のとおりです。

２．2023年９月22日付で行った１株を400株にする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式

の種類と数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。
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新株予約権の総数 877個

新株予約権の目的である株式の種類と数
普通株式　350,800株
（新株予約権１個につき400株）

新株予約権の払込金額 １個につき300円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 １株につき　1,050円

新株予約権の行使期間 2019年10月１日から2029年９月29日まで

新株予約権の行使の条件 （注）１

割当先
当社の役員、従業員及び株式会社Strategy 
Partners

③2019年９月25日開催の取締役会決議に基づき発行した第10回新株予約権

（注）１．第７回新株予約権（注）１に記載のとおりです。

２．2023年９月22日付で行った１株を400株にする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の

種類と数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。
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新株予約権の総数 69,000個

新株予約権の目的である株式の種類と数
普通株式　276,000株
（新株予約権１個につき４株）

新株予約権の払込金額 無償

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 １株につき　1,050円

新株予約権の行使期間 2019年11月１日から2029年10月31日まで

新株予約権の行使の条件 （注）１

割当先 榎並慶浩（注）２

④2019年10月24日開催の取締役会決議に基づき発行した第11回新株予約権

 （注）１．(1)本新株予約権の割当を受けた者（以下、「受託者」という。）は、本新株予約権を行使すること

ができず、かつ、別段の定めがある場合を除き、受託者より本新株予約権の付与を受けた者（以

下、「本新株予約権者」という。）のみが本新株予約権を行使できることとする。

(2)本新株予約権者は、2022年12月期から2025年12月期までのいずれかの期において、当社の連

結損益計算書に記載された売上高が30億円を超過し、かつ、日本国内のいずれかの金融商品取引

所に上場された場合には、本新株予約権を行使することができる。なお、参照すべき売上高の概

念に重要な変更があった場合や決算期を変更する場合等これらの場合に準じて指標の調整を必要

とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に別途参照すべき指標を取締役会にて定めるもの

とする。

(3)本新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役、監

査役もしくは従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当

な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(4)本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(5)本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超
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新株予約権の総数 123個

新株予約権の目的である株式の種類と数
普通株式　49,200株
（新株予約権１個につき400株）

新株予約権の払込金額 無償

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 １株につき　2,020円

新株予約権の行使期間 2022年12月６日から2032年11月20日まで

新株予約権の行使の条件 （注）１

割当先 株式会社日本政策金融公庫

過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(6)本新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時において、反社会的勢力等（暴力団、暴力団員、

右翼団体、反社会的勢力、その他これに準ずる者を意味する。）であること、又は資金提供等を

通じて反社会的勢力等と何らかの交流若しくは関与を行っていることが判明した場合には、本新

株予約権を行使することができない。

(7)各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

２．榎並慶浩は時価発行新株予約権信託の受託者です。信託期間満了日（2029年10月31日）時点の当

社役職員のうち受益者として指定された者を受益者とし、新株予約権の分配数量を確定します。

３．2023年９月22日付で行った１株を400株にする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の

種類と数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。

⑤2022年11月28日開催の取締役会決議に基づき発行した第12回新株予約権と引換えに交付する

他の新株予約権

（注）１．本新株予約権は、当社が、株式会社日本政策金融公庫（以下、「公庫」）の制度融資である、新事業育

成資金（新株予約権付融資）を利用するにあたり、融資実行と同時に公庫に対して、以下の条件に基
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づき発行したものです。

(1)原則として、当社が株式公開を行った後に、公庫は、本新株予約権を当社代表取締役社長である

高橋飛翔氏（以下、「高橋氏」）又は同氏が公庫に対してあっせんした者（当社を含む）に売却す

るものとする。この場合には、(7)①に定められた基準日を起算日として14日以内に売却すること

とする。

(2)損益状況、財務状況、その他当社の経営状況からみて、当社株式の公開が可能であるにもかかわ

らず、当社が株式公開を申請しない場合には、(1)の定めにかかわらず、公庫は、本新株予約権を

高橋氏又は同氏が公庫にあっせんした者に売却することができることとする。なお、新株予約権

の売却先については、高橋氏の意向を尊重することとする。ただし、公庫は、本新株予約権の行

使請求期限までに当社発行の株式の株式公開が確実であると判断した場合等においては、本新株

予約権の売却を猶予することができる。

(3)当社が合併、株式分割、株式交換、株式移転又は事業の譲渡等を行うことにより、公庫に不利益

が生じると認められる場合には、上記(1)の定めにかかわらず、公庫は高橋氏と協議のうえ、本新

株予約権を高橋氏又は同氏が公庫にあっせんした者に売却することができるものとする。なお、

新株予約権の売却先については、高橋氏の意向を尊重することとする。

(4)上記(1)、(2)、又は(3)の場合において、高橋氏又は同氏が公庫に対してあっせんした者が、何ら

かの理由で本新株予約権を買い取ることができない場合には、公庫は、高橋氏と協議のうえ公庫

が選定した者に本新株予約権を売却することができるものとする。

(5)高橋氏が当社の代表取締役である場合において、当該代表取締役の地位を辞任その他の理由で喪

失したときは、当社及び高橋氏は速やかに後任の代表取締役を公庫に報告するとともに、本新株

予約権の売却先を変更するか否かについて公庫と協議するものとする。

(6)本新株予約権の売買価格は原則として次のとおり算出する。

売買価格＝（株式の時価－行使価額）×本新株予約権の行使により発行すべき株式数

ただし、株式の時価が行使価額を上回らない場合には、公庫は高橋氏と協議のうえ、売買価格を

決めることができる。

(7)株式は時価により評価することとし、原則として、次に定めるいずれかの金額を基準株価とし

て、公庫及び高橋氏が合意した価格とする。ただし、上記(2)により本新株予約権を猶予した場合
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においては、原則として、公庫が当社発行の株式の株式公開が確実であったと判断した時点の株

式の時価を下限とする。

①株式公開後に売買を行う場合

a.上場日以後１ヶ月間を経過した日（当該日が金融商品取引所の休業日である場合はその翌営

業日）を基準日とし、当該基準日を含めて前１ヶ月間の金融商品取引所における終値の単純

平均の価格（１円未満の端数は切捨て）

b.上場日以後１ヶ月間を経過した日を基準日（当該日が金融商品取引所の休業日である場合は

その翌営業日）とし、当該基準日の前営業日の金融商品取引所における終値の価格。ただ

し、金融商品取引所の規則等により本新株予約権の継続保有の確約を書面により提出してい

る場合は、原則として、上場日以後６ヶ月間（当該日において本新株予約権を取得した日以

後１年間を経過していない場合には、１年を経過する日）を経過した日（当該日が金融商品

取引所の休業日である場合はその翌営業日）を基準日とし、当該基準日を含めて前１ヶ月間

の金融商品取引所における終値の単純平均の価格（１円未満の端数は切捨て）

②株式公開前に売買を行う場合

a.当社の金融商品取引所への上場に伴う募集株式発行に関する募集価格

b.当社の金融商品取引所への上場に伴う売出株式に関する売出価格

③ただし書き以外の事由により株式公開前に売買を行う場合

a.以下に定める時価純資産方式により算出した１株当たりの純資産価額

(ⅰ)算式

　時価純資産方式による　　　評価時における時価評価　　　評価時における時価評価

　１株当たりの純資産額＝　　　による資産の合計額　　－　　による負債の合計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評価時における発行済株式総数

(ⅱ)上記算式の資産及び負債の金額の計算に当たっては、土地及び土地の上に存する権利並

びに上場有価証券等は原則として時価、建物は取得価額から定額法による減価償却額相

当額を控除した価額、機械等の有形固定資産は取得価額から減価償却額相当額を控除し

た価額、その他資産で取引時価のあるものは当該時価、取引時価のないものは適正な帳

簿価額その他適切な方法により評価する。なお、取引時価のないもののうち、知的所有
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権、営業権、繰延資産及び負債等は、「財産評価基本通達」（昭和39年４月25日直資56

直審（資）17）に定める方法により評価する。

(ⅲ)潜在株式があるときは、上記算式で算出した株価を適切に調整する。

b.株式の時価の算定時において以下に定める適正な価格での株式の売買実例等がある場合は、

当該売買実例に基づく売買価格等

(ⅰ)適正な価格とは、直近において利害が相反するいわゆる第三者との間において通常取引

される価格をいう（相続又は贈与による取引、同族株主間の取引、その他何らかの事情

により経済合理性が認められない取引及び当社又は高橋氏の支配力が働く取引の場合

は、適正な価格とはみなされない。）。

(ⅱ)売買実例等とは、株式の売買、株式、新株予約権付社債若しくは新株予約権の発行等又

は自己株式の取得をいう（会社の普通株式に転換できる証券の転換、新株予約権付社債

又は新株予約権の行使等は含まれない。）。

(ⅲ)売買価格等とは、株式の発行の場合は発行価額、新株予約権付社債は行使価額、新株予

約権の発行の場合は新株予約権の発行価額と当該新株予約権行使に際しての払込金額と

の合計額の１株当たりの額をいう（会社の普通株式に転換できる証券、新株予約権の行

使等は含まれない。）。

c.当社が提出する公認会計士等第三者の適正な評価による価格

d.国税庁財産評価基本通達に定める類似業種比準価額方式に基づき算出した価格

e.事業の種類、規模、収益の状況が類似する他の法人の株価と比準して算出した価格

f.当社株式１株当たりの簿価純資産価額

２．2023年９月22日付で行った１株を400株にする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の

種類と数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。
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新株予約権の総数 24個

新株予約権の目的である株式の種類と数
普通株式　9,600株
（新株予約権１個につき400株）

新株予約権の払込金額 無償

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 １株につき　2,020円

新株予約権の行使期間 2023年６月20日から2033年６月20日まで

新株予約権の行使の条件 （注）１

割当先 株式会社名古屋銀行

⑥2023年６月１日開催の取締役会決議に基づき発行した第13回新株予約権と引換えに交付する他

の新株予約権

（注）１．本新株予約権は、当社が、株式会社名古屋銀行（以下、「名古屋銀行」）の新株予約権付融資を利用す

るにあたり、融資実行と同時に名古屋銀行に対して、以下の条件に基づき発行したものです。

(1)名古屋銀行は、当社が株式公開を行った後に、本新株予約権又は本新株予約権の行使により発行

若しくは移転された株式を、金融商品取引所において、又は当社代表取締役社長である高橋飛翔

氏（以下、「高橋氏」）若しくは高橋氏が名古屋銀行にあっせんした者（当社を含む。以下同じ。）

に対して、売却する。なお、この場合において金融商品取引所以外で売却する場合の売却先につ

いては、高橋氏の意向を尊重することとする。前二文の場合にあっては、(7)により定められた基

準日を起算日として14日以内に売却することとする。

(2)前(1)の定めにかかわらず、名古屋銀行は、名古屋銀行の裁量により、当該売却が金融商品取引法

第166条及び第167条に定めるインサイダー取引の禁止に関する規定に違反することとなると判

断した場合には、前(1)の定めに基づく売却義務を負わないものとし、インサイダー取引の禁止に

関する規定の違反を惹起する状況が終了した後速やかに売却することとする。
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(3)前(1)及び(2)の定めにかかわらず、当社が名古屋銀行に対し、名古屋銀行の保有する本新株予約権

が上場審査に支障をきたすおそれがあることを、資料等を提出することにより証明し、説明した

場合、名古屋銀行は、本新株予約権を株式公開前に売却することができることとする。また、当

社の普通株式が会社法第２条第17号に定義される譲渡制限株式である間は、名古屋銀行は、本新

株予約権の行使により発行又は移転された株式を売却するときは、会社法第136条乃至第145条

の規定に従う。なお、売却価格は(7)により定められた株式の時価とする。

(4)前(1)乃至(3)の定めにかかわらず、損益状況、財務状況、その他当社の経営状況からみて、当社発

行の株式の株式公開が可能であると名古屋銀行が合理的に判断するにもかかわらず当社が株式公

開を申請しない場合には、名古屋銀行は、名古屋銀行の請求により本新株予約権を高橋氏又は高

橋氏が名古屋銀行にあっせんした者に売却することができるものとし、高橋氏又は高橋氏が名古

屋銀行にあっせんした者は、買い取る義務が発生する。なお、売却価格は(7)により定められた株

式の時価とする。ただし、名古屋銀行は、本新株予約権の行使請求期限までに当社発行の株式の

株式公開が確実であると判断した場合等において、名古屋銀行は、(ⅰ)損益状況、財務状況、そ

の他当社の経営状況からみて、当社発行の株式の株式公開が可能であると名古屋銀行が合理的に

判断したこと、及び(ⅱ)本新株予約権の行使請求期限までに当社発行の株式の株式公開が確実で

あると判断したことを当社及び高橋氏に対して通知をすることにより、本新株予約権の売却を猶

予することができる。

(5)前(1)乃至(3)の定めにかかわらず、当社が合併、会社分割、株式交換、株式移転又は事業の譲渡等

を行うことにより名古屋銀行に不利益が生じると認められる場合には、名古屋銀行は、効力発生

日前に、高橋氏と協議のうえ、本新株予約権を高橋氏又は高橋氏が名古屋銀行にあっせんした者

に売却することができるものとし、当社及び高橋氏はこれに実務上可能な限り協力するものとす

る。なお、本新株予約権の売却先については、高橋氏の意向を尊重することとする。なお、売却

価格は(7)により定められた株式の時価とする。

(6)前(1)乃至(5)の場合において、高橋氏若しくは高橋氏が名古屋銀行に対してあっせんした者が何ら

かの理由で本新株予約権若しくは本新株予約権の行使により発行若しくは移転された株式を買い

取ることができない場合、高橋氏若しくは高橋氏が名古屋銀行に対してあっせんした者が何らか

の理由で売却する先として相応しくないと名古屋銀行が判断した場合、又は高橋氏が名古屋銀行
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に対して売却先をあっせんしない場合は、名古屋銀行は、高橋氏と協議のうえ名古屋銀行が選定

した者に本新株予約権又は本新株予約権の行使により発行若しくは移転された株式を売却できる

ものとし、当社及び高橋氏はこれに実務上可能な限り協力するものとする。名古屋銀行が高橋氏

に本新株予約権を売却する場合、本新株予約権の売買価格は原則として次のとおり算出するもの

とし、当社及び高橋氏は、高橋氏が名古屋銀行にあっせんした者に対する売買価格についても同

水準にせしめるものとする。

　　売買価格＝（株式の時価－行使価額）×本新株予約権の行使により発行すべき株式数

　　ただし、株式の時価が行使価額を上回らない場合は、名古屋銀行は高橋氏と協議のうえ、売買価

格を定めることができる。なお、株式の時価は(7)により定められた株式の時価とする。株式公

開後、名古屋銀行が高橋氏に本新株予約権の行使により発行又は移転された株式を売却する場

合、本新株予約権の行使により発行又は移転された株式の売買価格は原則として時価とし、当社

及び高橋氏は、高橋氏が名古屋銀行にあっせんした者に対する売買価格についても同水準にせし

めるものとする。

(7)「株式の時価」は、原則として、次に定める最も高い金額を基準株価として、名古屋銀行及び高橋

氏が合意した価格とする。ただし、(4)により本新株予約権の売却を猶予した場合においては、原

則として(4)に基づく名古屋銀行による当社及び高橋氏に対する猶予の通知時点の株式の時価を下

限とする。

①株式公開前に売買を行う場合

a.以下に定める時価純資産方式により算出した１株当たりの純資産価額

(ⅰ)算式

　時価純資産方式による　　　評価時における時価評価　　　評価時における時価評価

　１株当たりの純資産額＝　　　による資産の合計額　　－　　による負債の合計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評価時における発行済株式総数

(ⅱ)上記算式の資産及び負債の金額の計算に当たっては、土地及び土地の上に存する権利並

びに上場有価証券等は原則として時価、建物は取得価額から定額法による減価償却額相

当額を控除した価額、機械等の有形固定資産は取得価額から減価償却額相当額を控除し

た価額、その他資産で取引時価のあるものは当該時価、取引時価のないものは適正な帳
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簿価額その他適切な方法により評価する。なお、取引時価のないもののうち、知的所有

権、営業権、繰延資産及び負債等は、「財産評価基本通達」（昭和39年４月25日直資56

直審（資）17）に定める方法により評価する。

(ⅲ)潜在株式があるときは、上記算式で算出した株価を適切に調整する。

b.株式の時価の算定時において以下に定める適正な価格での株式の売買実例等がある場合は、

当該売買実例に基づく売買価格等

(ⅰ)適正な価格とは、直近において利害が相反するいわゆる第三者との間において通常取引

される価格をいう（相続又は贈与による取引、同族株主間の取引、その他何らかの事情

により経済合理性が認められない取引及び当社又は高橋氏の支配力が働く取引の場合

は、適正な価格とはみなされない。）。

(ⅱ)売買実例等とは、株式の売買、株式、新株予約権付社債若しくは新株予約権の発行等又

は自己株式の取得をいう（会社の普通株式に転換できる証券の転換、新株予約権付社債

又は新株予約権の行使等は含まれない。）。

(ⅲ)売買価格等とは、株式の発行の場合は発行価額、新株予約権付社債は行使価額、新株予

約権の発行の場合は新株予約権の発行価額と当該新株予約権行使に際しての払込金額と

の合計額の１株当たりの額をいう（会社の普通株式に転換できる証券、新株予約権の行

使等は含まれない。）。

c.当社が提出する公認会計士等第三者の適正な評価による価格

d.国税庁財産評価基本通達に定める類似業種比準価額方式に基づき算出した価格

e.事業の種類、規模、収益の状況が類似する他の法人の株価と比準して算出した価格

f.当社株式１株当たりの簿価純資産価額

g.当社の金融商品取引所への上場に伴う募集株式発行に関する募集価格

②株式公開後に売買を行う場合

a.上場日以後１ヶ月間を経過した日（当該日が金融商品取引所の休業日である場合はその翌営

業日）を基準日とし、当該基準日を含めて前１ヶ月間の金融商品取引所における当社の普通

株式の終値の単純平均の価格（１円未満の端数は切捨て）

b.上場日以後１ヶ月間を経過した日（当該日が金融商品取引所の休業日である場合はその翌営
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業日）を基準日とし、当該基準日の前営業日の金融商品取引所における当社の普通株式の終

値の価格

c.上記いずれの場合も、金融商品取引所の規則等により本新株予約権又は本新株予約権の行使

により発行若しくは移転された株式の継続所有の書面により提出している場合は、原則とし

て、上場日以後６ヶ月間（当該日において本新株予約権を取得した日以後１年間を経過して

いない場合には、１年を経過する日）を経過した日（当該日が金融商品取引所の休業日であ

る場合はその翌営業日）を基準日とし、当該基準日を含めて前1ヶ月間の金融商品取引所に

おける当社の普通株式の終値の単純平均の価格（１円未満の端数は切捨て）

２．2023年９月22日付で行った１株を400株にする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式

の種類と数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 39,000千円

金銭その他財産上の利益の合計額 3,000千円

会計監査人の状況
(1) 名称 有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確にしておらず、実質的に区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の
報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　２．監査等委員会は、会計監査人から説明を受けた会計監査計画の内容、前年度の監査報酬、会計監査人
の監査の遂行状況及び報酬の前提となる見積もりの算出根拠などを精査した結果、会計監査人の報酬
等について同意いたしました。

(3) 非監査業務の内容
　当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に、新規上場に係るコンフ
ォートレター作成業務について対価を支払っております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該
議案を株主総会に提出いたします。
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ
る場合は、監査等委員全員の同意に基づき、監査等委員会が会計監査人を解任いたします。この
場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、
会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要
　会計監査人と締結している個別の責任限定契約はございません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他
会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
a. 取締役並びに使用人は、企業理念（ビジョン）と社会的使命（ミッション）の実現のために

構成員全員が共有する行動規範（バリュー）に則り行動する。
b. 当社では「コンプライアンス規程」を定め、コンプライアンス推進のためリスク・コンプラ

イアンス委員会を設置する。取締役及び使用人に対するコンプライアンス研修等を実施し、
法令順守の意識を高め、日常の職務執行の場面で、各人が法令並びに定款に適合する正しい
意思決定及び行動を選択できる土壌を作る。

c. 当社の代表取締役が内部監査担当者を指名し、内部監査担当者は監査等委員である取締役と
連携して、業務執行が法令及び定款に適合するように実行されているかどうかについて監査
する。

d. 内部通報制度を整備し、法令及び定款に反する行為等が早期に発見され、適切かつ適時に対
応される体制を構築する。

② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社の取締役の職務の執行に係る情報は、「文書取扱規程」に従い、適切に記録し、保存及
び情報セキュリティ管理をするとともに、必要な関係者が閲覧できる体制とする。

③ 損失の危険に関する規程その他の体制
a. 当社の事業遂行に関わるリスクの識別を当社の各部署及び取締役経営会議で行い、識別され

たリスクの回避並びに軽減のために必要な対策を、リスク・コンプライアンス委員会又は当
社の各部署にて検討し、規程・マニュアル類の整備を行い、必要に応じて従業員研修等を実
施するものとする。

b. 当社に重要な危機が発生した際には、取締役会への報告を行うものとする。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
a. 定時取締役会を毎月1回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催するものとし、取締役会

において法令に定められた事項のほか、中期経営計画及び年次予算を含む事業上の重要な意
思決定及び業務執行の監督を行う。
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b. 取締役会の決定に基づく職務の執行を効率的に行うため、「業務分掌規程」及び「職務権限
規程」を定め、各部門へ権限を委譲するとともに責任の明確化を図る。

⑤ 業務の適正を確保するための体制
a. 取締役会は、企業価値の向上を目指した経営を推進することを目的として、法令、定款及び

取締役会規程に定める事項を決議し、業務執行状況を監督する。
b. 監査等委員会は取締役の職務執行を監査し、内部監査担当者は、使用人の職務執行状況の監

査を行う。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項

a. 監査等委員会より職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合は、監査等委員会と
協議のうえ職務を補助すべき使用人を設置する。

b. 監査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた者はその命令に関して、取締役等の指揮命
令を受けない。

⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する監査等委員会の指示の実効性の
確保に関する事項
常勤の監査等委員及び監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人は、週次で会合を
開き、監査等委員が補助すべき事項について指示をし、また、指示した事項についてその実
施状況の報告を受ける。

⑧ 取締役及び使用人が当社の監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への
報告に関する体制

a. 監査等委員会が選定する委員は、取締役会、その他の重要な会議に出席し、取締役又は使用
人に対して意思決定の過程及び業務執行の状況について説明を求めることができる。

b. 取締役及び使用人は、会社に重大な影響を及ぼすおそれのある事項を発見した場合は直ちに
監査等委員会に報告しなければならない。

⑨ 監査等委員会に報告をした取締役及び使用人が不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制
取締役及び使用人から監査等委員会に報告があった場合には、その報告事項の調査結果の確
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認に加えて、報告をした者が不当な取扱いを受けていないことも合わせて監査等委員会が確
認するものとする。

⑩ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払若しくは償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員の職務の執行について生じる費用に充当するために一定額を年度予算にて確保す
るとともに、予算外の臨時費用については、監査等委員会の承認のもと前払又は立替費用の
償還を会社に請求できるものとする。

⑪ その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制
a. 監査等委員である取締役は代表取締役、取締役及び執行役員と定期的に会合を持ち、経営上

の課題・リスク等について意見交換を行うものとする。
b. 監査等委員である取締役は、内部監査担当者及び会計監査人と定期的に意見交換を行い、必

要な連携を図り、監査等委員会の監査の実効性を確保するものとする。
c. 監査等委員会は、必要に応じ、弁護士、公認会計士、税理士その他の社外の専門家に意見を

求めることができる。

⑫ 財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制
当社は、財務報告の適正性と信頼性を確保するために「経理規程」等関係規程類の一層の整
備を進めるとともに、「財務報告に係る内部統制の基本方針」を定め、これに基づき内部統
制の整備及び運用を継続的に実施するとともに、その有効性を定期的に評価していく。

⑬ 反社会的勢力排除に向けた体制
a. 当社は、暴力、威力と詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する集団又は個人である反社

会的勢力による被害を防止するため、「反社会的勢力に対する基本方針」を宣言する。
b. 反社会的勢力に対しては、警察、暴力追放運動推進センター及び弁護士等の外部専門機関と

連携して組織的な対応を図るものとし、平素より情報収集に努め、速やかに対処できる体制
を整備する。

－ 19 －



(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その
他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりでありま
す。

① 内部統制システム全般
当社は、「内部統制システム基本方針」に基づき、当社の内部統制システムを整備・運用
し、内部統制の目標を効果的に達成するため、監査等委員会と内部監査担当者が連携して、
業務執行が適正かつ効率的に行われているかを監査しております。

② コンプライアンス
当社は、当社の取締役・使用人に対し、その階層に応じて必要なコンプライアンスについ
て、社内研修での教育及び会議体での説明並びに各種媒体での周知を行っており、法令及び
定款を遵守するための取組みを継続的に行っております。
また、当社は「コンプライアンス規程」「内部通報制度運用規程」に基づき、内部通報制度
を設けており、当社の取締役・使用人に対し、各種媒体での通報・相談体制の周知を行って
おります。通報者に対しては、解雇その他不利益な取扱いを禁止し、コンプライアンスの実
効性向上に努めております。

③ リスク管理体制
「リスク管理規程」及び「コンプライアンス規程」に基づき、代表取締役社長を委員長とす
るリスク・コンプライアンス委員会を四半期ごとに開催し、リスク管理及びコンプライアン
ス推進に関する協議・決議を行っております。

④ 内部監査
「内部監査規程」に基づき、内部監査担当者が内部監査計画を作成し、当社の内部監査を実
施しております。その内部監査の結果は、代表取締役社長に報告するとともに、該当部門に
対して改善指導等を実施しております。
また、内部監査担当者は監査等委員及び会計監査人と連携をとり、定期的に意見交換と情報
共有を行い、適切な監査の実施に努めております。
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剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、利益配分につきましては、財務体質の強化と将来の事業展開のために必要な内部留保を確
保しつつ、安定した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。
　当事業年度につきましては、誠に遺憾ではございますが、期末配当を無配とさせていただきます。
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(2023年 1 月 1 日から
2023年12月31日まで)

株主資本

新株予約
権 純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本

合計資本準備金 資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 100,000 3,082,719 3,082,719 △2,150,275 △2,150,275 1,032,443 13,222 1,045,665

当期変動額

新株の発行 495,534 495,533 495,533 － 991,067 991,067

当期純損失 － △743,211 △743,211 △743,211 △743,211
株主資本以外
の項目の当期
変動額（純
額）

－ － － △1,448 △1,448

当期変動額合計 495,534 495,533 495,533 △743,211 △743,211 247,855 △1,448 246,407

当期末残高 595,534 3,578,252 3,578,252 △2,893,487 △2,893,487 1,280,299 11,774 1,292,073

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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建物 10年
構築物 ３年
車両運搬具 １～３年
工具、器具及び備品 ３～10年

個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
 市場価格のない株式等以外のもの  時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）によっております。
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1)商品  個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。

(2)仕掛品  個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産  定率法を採用しております。

 ただし、建物（建物附属設備を含む）並びに構築物については、
定額法を採用しております。
 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

(2)無形固定資産  定額法を採用しております。
 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

４．繰延資産の処理方法
株式交付費  支出時に全額費用処理しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。
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６．引当金の計上基準
(1)貸倒引当金  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金  従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に
負担すべき額を計上しております。

７．収益及び費用の計上基準
 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

(1)自動車産業DX事業
 当社は金融事業者と提携し、個人の顧客（「おトクにマイカー 定額カルモくん」のサービス利用者）向
けに車両本体に加えて、マイカーの利用中に発生するメンテナンス費用も含めて月額定額とするメンテナン
スサービスの提供を行っております。
 当社は、顧客が当社の提携金融事業者とリース契約を締結した後に、当該リース車両に対して「おトクに
マイカー 定額カルモくん」に係るメンテナンスサービスを契約期間にわたり提供し、サポート料も含めた
対価として定額の月額料金を受領しております。
 また、当社は、個人の顧客からの注文に基づいてリース契約の対象となる車両を仕入れるとともに提携金
融事業者へ販売しております。加えて、提携金融事業者に顧客を紹介しリース契約を仲介することにより、
初期紹介手数料を受領しております。

①顧客から受領するメンテナンスサービス利用料
 メンテナンスサービス利用料については、毎月定額で契約期間にわたって顧客が支払うメンテナンス費
用を、その項目別に設定されている上限金額まで当社が負担するという履行義務を識別しております。メ
ンテナンスサービスの履行義務は、顧客がメンテナンス費用を当社に請求し、当社が支払った時点で充足
されるため、その時点で充足する履行義務としております。
 取引の対価は契約期間にわたって毎月定額で受領する利用料の合計金額としており、毎月の利用料はそ
れぞれの履行義務の充足時点の前後１年以内に受領していることから、対価の金額に重要な金融要素は含
まれておりません。
 取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、契約期間に発生が見込まれるメンテナンス費用の
項目別に利益相当額を加算して独立販売価格の見積り、当該独立販売価格の比率に基づいて取引価格をそ
れぞれの履行義務に配分し、契約期間にわたり収益を認識しております。
 なお、独立販売価格の見積りにあたり、契約期間に発生が見込まれるメンテナンス費用は、「おトクに
マイカー 定額カルモくん」のサービス開始から間もなく、メンテナンスサービスの利用実績も限られてい
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ることから、メンテナンス費用の項目別に設定されている上限金額の合計額を見積り費用の総額としてお
ります。

②顧客から受領するサポート料
 サポート料については、毎月定額で受領する契約期間にわたって行われる問い合わせ等への対価であ
り、これらのサービスの履行義務は主に時の経過につれて充足されるため、顧客との契約に係る取引価格
を契約期間にわたって収益を認識しております。販売促進費の顧客に支払われる対価については、売上高
から減額しております。
 なお、約束された対価は当該履行義務の充足時点から１年以内に支払いを受けており、対価の金額に重
要な金融要素は含まれておりません。

③提携金融事業者への車両販売
 提携金融事業者に対する車両販売については、リース契約の対象となる車両を顧客に引き渡した時点で
提携金融事業者が車両に対する支配を獲得し、履行義務が充足されるため、顧客に車両を引き渡した時点
で収益を認識しております。また、リース契約終了時点において残価保証として返金されると見込まれる
金額について、提携金融事業者への将来の返金見込額を見積り、返金負債を計上することとしておりま
す。
 なお、約束された対価は当該履行義務の充足時点から１年以内に支払いを受けており、対価の金額に重
要な金融要素は含まれておりません。

④提携金融事業者からの初期紹介手数料
 提携金融事業者からの初期紹介手数料については、リース契約開始時点で履行義務が充足されるため、
その時点で収益を計上しております。
 なお、約束された対価は当該履行義務の充足時点から１年以内に支払いを受けており、対価の金額に重
要な金融要素は含まれておりません。
 

(2)ホリゾンタルDX事業
①DX＆マーケティング事業
 DX＆マーケティング事業において、マーケティング支援サービス、コンテンツ作成等のDX・マーケテ
ィングに関するコンサルティングサービスの提供を行っており、準委任契約と請負契約があります。
 準委任契約については、コンサルタント等の労働力を契約期間にわたって顧客に提供する履行義務を識
別しております。当社は成果物を完成させる責任を有しておらず、顧客との契約に基づいて役務を提供す
るため、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、役務の提供期間に応じて収益を認識してお
ります。
 請負契約については、顧客の要求する仕様に沿った支援業務及びコンテンツを制作し顧客に納品するも
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のであり、当社は成果物を完成させる履行義務を識別しております。当社は顧客との契約における義務を
履行することにより別の用途に転用することができない資産が生じるため、一定の期間にわたり充足され
ると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
 また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い
契約については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第95項に定める代替的な取扱いを適用し、一
定期間にわたり収益を認識せず、成果物が検収された時点で収益を認識しております。
 なお、約束された対価は当該履行義務の充足時点から１年以内に支払いを受けており、対価の金額に重
要な金融要素は含まれておりません。

②メディア＆ソリューション事業
 メディア＆ソリューション事業において、情報メディア運営と広告運用サービスを行っております。
 情報メディア運営における広告配信サービスは、当社が提供するデジタルメディアにおける広告配信を
行うサービスであり、顧客に対して広告掲載を行う履行義務を識別しております。当社の提供する広告配
信サービスは、ウェブサイト閲覧者がコンテンツページ上の広告をクリックするなどの広告指標を満たし
た時点で、顧客が設定した料金単価に基づいて収益を認識しています。
 広告運用サービスにおける広告配信サービスは、媒体社（一部当社提供のデジタルメディアを含む）が
提供するデジタルメディアにおける広告配信を行うサービスであり、顧客に対して広告掲載を行う履行義
務を識別しております。当社が掲載メディアを選定する場合は、本人取引としての性質が強いと判断し、
ウェブサイト閲覧者がコンテンツページ上の広告をクリックするなどの広告指標を満たした時点で、設定
した料金単価に基づいて収益と原価を総額で認識しております。顧客が掲載メディアを選定する場合は、
代理人取引としての性質が強いと判断し、当社が提供するサービスに対する報酬として顧客から受領する
対価から関連する原価を控除した純額により収益を計上しております。
 なお、約束された対価は当該履行義務の充足時点から１年以内で支払いを受けており、対価の金額に重
要な金融要素は含まれておりません。

会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ
たって適用することといたしました。これによる、計算書類への影響はありません。
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投資その他の資産「その他（定期預金）」 75,000千円

長期借入金（１年内含む） 53,340千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 68,510千円

当事業年度
期首株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式
 普通株式 11,524 8,523,676 － 8,535,200
 A種優先株式 3,040 － 3,040 －
 B種優先株式 4,600 － 4,600 －
 B-2種優先株式 742 557 1,299 －

合計 19,906 8,524,233 8,939 8,535,200
自己株式
 普通株式 － － － －
 A種優先株式 － 3,040 3,040 －
 B種優先株式 － 4,600 4,600 －
 B-2種優先株式 － 1,299 1,299 －

合計 － 8,939 8,939 －

普通株式 820,000株

貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

３．顧客との契約から生じた債権及び契約資産の残高
 売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の金額及び契約資産の金額は、「収益認識に関
する注記 ３．(1)契約資産、契約負債及び返金負債の残高等」に記載しております。

株主資本等変動計算書に関する注記
１．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

２．当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる
株式の種類及び数
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針
 当社は、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達については銀行借
入又は第三者割当増資により調達する方針であります。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

(2)金融商品の内容及びそのリスク
 営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。
 投資有価証券は、投資先の信用リスクに晒されております。
 敷金及び保証金は、賃貸借契約に基づく敷金であり、差入先の信用リスクに晒されております。
 営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
 借入金は、運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、変動金利の借入金は、金利
の変動リスクに晒されております。

(3)金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
 営業債権については、債権管理規程に従い、取引先ごとの期日及び残高管理を行うとともに、財務状
況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
 投資有価証券については、定期的に投資先企業の財務諸表等を把握し、適正に評価の見直しを行うと
ともに、投資価値の回収に努めております。
②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
 当社は、外貨建ての営業債権については、通貨別月別に為替変動による影響額を把握するなどの方法
により管理しております。なお、為替予約等によるヘッジは行っておりません。
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
 各部署からの報告に基づき財務担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性
の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
 金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。
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貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

①投資有価証券 3,000 3,000 －
②敷金及び保証金 76,837 72,038 △4,799

資産計 79,837 75,038 △4,799
③長期借入金（１年内含む） 1,120,345 1,078,614 △41,731

負債計 1,120,345 1,078,614 △41,731

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,138,322 － － －

売掛金 398,421 － － －

投資有価証券 － 3,000 － －
敷金及び保証金 － － 76,837 －

合計 2,536,743 3,000 76,837 －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 276,900 185,065 158,380 － － 500,000
合計 276,900 185,065 158,380 － － 500,000

２．金融商品の時価等に関する事項
 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

（注）１．「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「未払金」「未払法人税等」については、現金であるこ
と、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しておりま
す。

２．金銭債権及び有価証券の決算日後の償還予定額

３．長期借入金の決算日後の返済予定額
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券 － － 3,000 3,000

資産計 － － 3,000 3,000

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
敷金及び保証金 － 72,038 － 72,038
資産計 － 72,038 － 72,038
長期借入金（１年内含む） － 1,078,614 － 1,078,614
負債計 － 1,078,614 － 1,078,614

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の
算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。

(1)時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(2)時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

 投資有価証券は非上場株式の新株予約権であります。投資時期と会計年度末が近く、時価と帳簿価
額が近似すると考えて帳簿価額をもって時価としており、レベル３の時価に分類しております。

敷金及び保証金
 敷金及び保証金は、将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債利回り等の適切な指標を用
いて割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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当事業年度
（2023年12月31日）

繰延税金資産
契約負債 7,031千円
貸倒引当金 2,367
賞与引当金 7,410
減価償却超過額 150,536
資産除去費用 4,922
税務上の繰越欠損金 1,573,444
その他 7,199

繰延税金資産小計 1,752,912
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,573,444
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △175,257

評価性引当額小計 △1,748,701
繰延税金資産合計 4,210

繰延税金負債
 その他 △4,210
繰延税金負債合計 △4,210
繰延税金資産（負債）の純額 －

長期借入金
 長期借入金は、元利金を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に
より算定しており、レベル２の時価に分類しております。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

関連当事者との取引に関する注記
 該当事項はありません。
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区分

ホリゾンタルDX事業
自動車産業

DX事業 合計DX&マーケ
ティング事

業

メディア＆
ソリューシ
ョン事業

計

コンサルティングサービ
ス（準委任） 483,382 483,382 483,382

コンサルティングサービ
ス（請負） 824,606 824,606 824,606

情報メディア運営 725,285 725,285 725,285
広告運用サービス 641,825 641,825 641,825
カルモユーザーからの月
額収益 － 671,371 671,371

提携金融事業者への車両
販売 － 1,293,541 1,293,541

紹介手数料 25,104 25,104 578,097 603,201
その他 839 839 839
顧客との契約から生じる
収益 1,333,932 1,367,111 2,701,043 2,543,009 5,244,053

その他の収益 － －
外部顧客への売上高 1,333,932 1,367,111 2,701,043 2,543,009 5,244,053

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
 「重要な会計方針に係る事項に関する注記 ７.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権（売掛金） 389,330 398,421

契約資産 2,340 6,383

契約負債 120,720 130,111

返金負債 2,741 3,157

３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1)契約資産、契約負債及び返金負債の残高等

（単位：千円）

 契約資産は、主に自動車産業DX事業におけるメンテナンスサービスについて、期末日時点で収益を認識

した対価に対する権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社の権利が無条件になった

時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

 契約負債は、主に、自動車産業DX事業における顧客から受け取った未経過分のメンテナンスサービスの

保証部分、ホリゾンタルDX事業サービスに係る前受金であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩

されます。

 返金負債は、自動車産業DX事業における提携金融事業者に対する車両販売について、リース契約終了時

点において返金されると見込まれる金額を計上しております。提携金融事業者に対して返金した時点で、

返金負債から取り崩します。
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当事業年度

１年以内 766,350

１年超２年以内 787,269

２年超３年以内 788,153

３年超４年以内 761,946

４年超５年以内 696,594

５年超10年以内 1,980,286

10年超 41,707

合計 5,822,308

１．１株当たりの純資産額 150円00銭
２．１株当たりの当期純損失 △90円48銭

(2)残存履行義務に配分した取引価格

 残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は次のとおりであります。

 なお、当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予

想される契約期間が１年以内の契約については、注記の対象に含めておりません。

（単位：千円）

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
 該当事項はありません。
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